
「千葉県環境影響評価条例施行規則の一部を改正する規則等（案）」に対する意見と県の考え方（案） 

 

１ パブリックコメント実施期間  令和２年１１月６日（金）～１２月５日（土） 

２ 意見提出者数（意見延べ件数） ２人（２件） 

３ 提出された意見と県の考え方（案） 

No. 意見 県の考え方（案） 

１ 
 本改正に関しましては、林地開発許可を取得済みかつ工事着手届が千

葉県に受理された工事着手済み案件に関しては、法令不遡及の原則から

見て適用除外対象とすることが妥当と考えております。 

 今回の改正案による経過処置として電気事業法に基づく工事計画の

経済産業省への届出の受理が記載されておりますが、電気事業法に基づ

く届け出は電気事業法で規制される範囲のものであり、伐採、造成、放

流管理等環境に大きなインパクトを及ぼすものに関する規制ではない

ことから、経過措置の判断基準として用いる効果は少ないと考えます。 

 むしろ最小10ヘクタールを規制の基準とみる本改正案では、林地開

発許可は必須であり、林地開発許可の取得状況及び案件の実施状況確認

が環境評価対象案件とすべきかの最も合理的指針であり、経過措置の判

断基準となりうるものと考えます。 

 したがって経過措置の対象判断としては経済産業省の太陽光発電所

工事計画書の受理ではなく、林地開発許可の取得及び工事着手届の提出

が適切と考えます。 

 経過措置の趣旨は、事業内容が固まった段階で環境影響評価手続を行

って事業計画を見直すことが、事業者に過度の負担を強いることになる

ことから、既に事業実施に係る認可等の処分がなされているなど一定の

段階にある事業については、環境影響評価手続を行うことを要しないと

するものです。 

 このため、太陽電池発電事業に係る主要設備の諸元・配置、支持物の

構造、工事工程などが具体化している事業を一定の段階にある事業と

し、電気事業法に基づく工事計画届出書等の提出をもって経過措置の対

象とすることが適当であると考えており、届出等がなされていない事業

については、環境影響評価手続の実施によって、環境の保全について適

正な配慮がなされることが必要と考えます。 

 また、電気事業法に基づく工事計画届出書等の提出に要する期間を考

慮し、施行日は原案のとおり令和３年４月１日とします。 

資料３ 



No. 意見 県の考え方（案） 

２ 
（感想）太陽光発電所が環境アセスの対象事業に追加されたことは、遅

きに失するものの、歓迎できることです。 

（意見）しかし、面積要件が大き過ぎるので地域の環境保全には不十分

です。「10ha以上」の事業すべてを対象にしてください。 

（理由）クリーンな印象で受け止められている太陽光発電所ですが、あ

る程度大きくなると周辺地域の環境に様々な影響を及ぼします。環境

アセスが実施されることによって、事業者には環境への配慮が促され

ることが期待されます。一方地域住民や当該市町村にとっては、事業

計画に関する情報がある程度公開されるので評価したり意見・要望を

表明する機会になります。 

 環境影響評価条例は、規模が大きく環境影響の程度が大きなものとな

るおそれがある事業を対象としており、太陽電池発電事業の規模要件に

ついても同様の考え方により設定しています。 

 太陽電池発電事業については、土地造成等の面的開発による環境影響

が特に大きいことから、既存の対象事業のうち、規模要件の指標を面積

とし、事業の態様が比較的類似している「土砂等の埋立て等の事業」（自

然公園等区域内で実施される事業は１０ｈａ以上、それ以外の事業につ

いては４０ｈａ以上）と同様とすることが適当と考えており、原案のと

おりとします。 

 なお、環境影響評価法や条例の対象とならない規模の事業について

は、環境省の「太陽光発電の環境配慮ガイドライン」に基づき、適切な

環境配慮等の取組がなされるよう、事業者に周知してまいります。 

 


